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○

マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
三
年
国
土
交
通
省
令
第
百
十
号
）
（
抄
）

改

正

案

現

行

（
添
付
書
類
）

（
添
付
書
類
）

第
五
十
三
条

法
第
四
十
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
書
類
は

第
五
十
三
条

法
第
四
十
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
書
類
は

、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
第
三
号
の
書
類
の
う
ち
成
年
被
後
見
人

、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
第
三
号
の
書
類
の
う
ち
成
年
被
後
見
人

に
該
当
し
な
い
旨
の
後
見
等
登
記
事
項
証
明
書
に
つ
い
て
は
、
そ
の
旨
を
証
明
し

に
該
当
し
な
い
旨
の
後
見
等
登
記
事
項
証
明
書
に
つ
い
て
は
、
そ
の
旨
を
証
明
し

た
市
町
村
の
長
の
証
明
書
を
も
っ
て
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

た
市
町
村
の
長
の
証
明
書
を
も
っ
て
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

一
～
二

（
略
）

一
～
二

（
略
）

三

登
録
申
請
者
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
役
員
並
び
に
相
談
役
及

三

登
録
申
請
者
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
役
員
（
相
談
役
及
び
顧

び
顧
問
を
い
い
、
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な
い
未
成

問
を
含
む
。
）
を
い
い
、
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な

年
者
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
法
定
代
理
人
（
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ

い
未
成
年
者
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
法
定
代
理
人
を
含
む
。
以
下
本
条

る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
役
員
）
を
含
む
。
以
下
本
条
に
お
い
て
同
じ
。
）

に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
事
務
所
ご
と
に
置
か
れ
る
専
任
の
管
理
業
務
主
任
者

及
び
事
務
所
ご
と
に
置
か
れ
る
専
任
の
管
理
業
務
主
任
者
が
、
成
年
被
後
見
人

が
、
成
年
被
後
見
人
及
び
被
保
佐
人
に
該
当
し
な
い
旨
の
後
見
等
登
記
事
項
証

及
び
被
保
佐
人
に
該
当
し
な
い
旨
の
後
見
等
登
記
事
項
証
明
書

明
書

四
～
十

（
略
）

四
～
十

（
略
）

十
一

個
人
で
あ
る
場
合
（
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な

（
新
設
）

い
未
成
年
者
で
あ
っ
て
、
そ
の
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）

に
お
い
て
は
、
そ
の
法
定
代
理
人
の
登
記
事
項
証
明
書

十
二

（
略
）

十
一

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

３

法
第
四
十
五
条
第
二
項
並
び
に
第
一
項
第
一
号
、
第
二
号
、
第
五
号
、
第
六
号
、

３

法
第
四
十
五
条
第
二
項
並
び
に
第
一
項
第
一
号
、
第
二
号
、
第
五
号
、
第
六
号
、
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第
八
号
及
び
第
十
二
号
に
掲
げ
る
添
付
書
類
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
二
号
に

第
八
号
及
び
第
十
一
号
に
掲
げ
る
添
付
書
類
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
二
号
に

よ
る
も
の
と
す
る
。

よ
る
も
の
と
す
る
。
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別記様式第十一号（第五十一条関係） 別記様式第十一号（第五十一条関係）
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（新 設）
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（第三面） （第二面）

１ ３ ０ １ ２ ０

（略） （略）

（第四面） （第三面）

１ ４ ０ １ ３ ０

（略） （略）

（第五面） （第四面）

１ ５ ０ １ ４ ０

（略） （略）

（第六面） （第五面）

（略） （略）

備考 備考

１ （略） １ （略）

２ 第一面関係 ２ 第一面関係

①～③ （略） ①～③ （略）

④ 代表者又は個人に関する事項については、法人の場合で代表者 ④ 代表者又は個人に関する事項については、法人の場合で代表者

が複数存在するときには、申請者である代表者について記入し、 が複数存在するときには、申請者である代表者について記入し、

その他の者については、第三面の役員に関する事項に記入するこ その他の者については、第二面の役員に関する事項に記入するこ

と。 と。

例えば、株式会社の場合で代表取締役が複数存在するときに 例えば、株式会社の場合で代表取締役が複数存在するときに

は、申請者である代表取締役について記入し、その他の者につい は、申請者である代表取締役について記入し、その他の者につい

ては、第三面の役員に関する事項の欄に記入すること（第三面で ては、第二面の役員に関する事項の欄に記入すること（第二面で

あっても代表取締役の役名コードは「01」を記入すること。）。 あっても代表取締役の役名コードは「01」を記入すること。）。

３ 第二面関係 （新設）

① 商号、名称又は氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段か

ら左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱う
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こと。また、「商号、名称又は氏名」も、上段から左詰めで記入

すること。

② 「法人・個人の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

③ 法定代理人の代表者に関する事項（法人の場合）については、

代表者が複数存在するときには、その中から選任された１名の代

表者について記入し、その他の者については、法定代理人の役員

に関する事項（法人の場合）に記入すること。

例えば、株式会社の場合で代表取締役が複数存在するときに

は、その中から選任された１名の代表取締役について記入し、そ

の他の者については、法定代理人の役員に関する事項（法人の場

合）の欄に記入すること（法定代理人の役員に関する事項（法人

の場合）であっても代表取締役の役名コードは「01」を記入する

こと。）。

④ 第二面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面

に記載して当該面の次に添付すること。

４ 第三面関係 ３ 第二面関係

① 第三面は、申請者が法人の場合にのみ記入すること。 ① 第二面は、申請者が法人の場合にのみ記入すること。

② （略） ② （略）

③ 第三面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面 ③ 第二面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面

に記載して当該面の次に添付すること。 に記載して当該面の次に添付すること。

５ 第四面関係 ４ 第三面関係

① 第四面は、項番30の事務所ごとに作成すること。 ① 第三面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

②～⑤ （略） ②～⑤ （略）

６ 第五面関係 ５ 第四面関係

① 「専任の管理業務主任者に関する事項（続き）」の欄は、第四 ① 「専任の管理業務主任者に関する事項（続き）」の欄は、第三

面に記載しきれない場合に使用することとし、第四面の次に添付 面に記載しきれない場合に使用することとし、第三面の次に添付

すること。 すること。

② 第五面は、項番30の事務所ごとに作成すること。 ② 第四面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

③ 第五面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面 ③ 第四面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面

に記載して当該面の次に添付すること。 に記載して当該面の次に添付すること。
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様式第十二号（第五十三条関係） （Ａ４） 様式第十二号（第五十三条関係） （Ａ４）

添 付 書 類 （１） 添 付 書 類 （１）

誓 約 書 誓 約 書

申請者、申請者の役員、法定代理人及び法定代理人の役員 申請者、申請者の役員、及び法定代理人は、マンションの

は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律第47条 管理の適正化の推進に関する法律第47条各号に該当しない

各号に該当しない者であることを誓約します。 者であることを誓約します。

年 月 日

年 月 日

商号又は名称

氏 名 ○印

法 定 代 理 人 商号又は名称

商号又は名称 氏 名 ○印

氏 名 ○印 （法定代理人氏名 ○印 ）

地方整備局長 地方整備局長

殿 殿

北海道開発局長 北海道開発局長
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様式第十三号（第五十六条関係） 様式第十三号（第五十六条関係）

（Ａ４） （Ａ４）

２ ３ ０ ２ ３ ０

マンション管理業者登録簿登録事項変更届出書 マンション管理業者登録簿登録事項変更届出書

（第一面） （第一面）

下記のとおり、マンション管理業者登録簿の登載事項のうち、 下記のとおり、マンション管理業者登録簿の登載事項のうち、

(1)商号、名称又は氏名及び住所 (2)代表者又は個人 (3)法 (1)商号、名称又は氏名及び住所 (2)代表者又は個人 (3)法

定代理人 (4)役員 (5)法定代理人の役員 (6)事務所 定代理人 (4)役員 (5)事務所 (6)専任の管理業務主任者

(7)専任の管理業務主任者

について変更がありましたので、マンションの管理の適正化の推進に について変更がありましたので、マンションの管理の適正化の推進に

関する法律第48条第１項の規定により届け出ます。 関する法律第48条第１項の規定により届け出ます。

（略） （略）
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（新 設）
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（第四面） （第三面）

２ ６ ０ ２ ５ ０

（略） （略）

（第五面） （第四面）

２ ７ ０ ２ ６ ０

（略） （略）

備考 備考

１～２ （略） １～２ （略）

３ 第二面関係 （新設）

① 商号、名称又は氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段か

ら左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱う

こと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も、上段から左詰めで

記入すること。

② 項番14の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定める

ところにより作成すること。

ア 代表者に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」

の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

イ 代表者の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」

の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

③ 項番15の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定める

ところにより作成すること。

ア 代表者以外の役員に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」

の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

イ 代表者以外の役員に新たな者を追加した場合
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「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」

の欄にのみ記載すること。

ウ 代表者以外の役員を削減した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」

の欄にのみ記載すること。

エ 代表者以外の役員の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」

の欄及び「変更前」の欄の両方に記載すること。

４ 第三面関係 ３ 第二面関係

（略） （略）

５ 第四面関係 ４ 第三面関係

① 第四面は、項番30の事務所ごとに作成すること。 ① 第三面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

②～⑦ （略） ②～⑦ （略）

６ 第五面関係 ５ 第四面関係

① 第五面は、項番30の事務所ごとに作成すること。 ① 第四面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

②～④ （略） ②～④ （略）


